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研究要旨： 

 総合病院におけるがん相談支援センターを持続可能かつ質の向上を図るためには、効

果的な PDCA サイクルの構築が必要となる。検討された改善事項を実行に移す上で病院

の意思決定推進が可能な病院幹部が積極的に関わることができる体制を作ることが望ま

れる。 

 

Ａ．研究目的 
   総合病院において、がん相談支援センタ
ーが質を担保しつつ持続可能な方法を考え
ること。 
 
Ｂ．研究方法 
   がん専門病院や規模が様々な他施設の
運営事例を情報収集した。その上で、自施設
に採り入れられるもの、できないものを振
り分けた。また、それらをヒントに独自で取
り組めるものを院内のがん相談支援センタ
ーの実務者会議にはかり、導入を検討し、で
きるものは実施した。常にPDCAサイクルを
回しながら検討した。 
（倫理面への配慮） 
   相談内容の詳細など相談者のプライバ 
シーに関する事項は検討対象としないため、
非該当にあたる。 
 
Ｃ．研究結果 
  拠点病院の要件にも謳われているように、
病院医師幹部が直接関わることが問題解決
につながる 
 人材面ではどうしても総合病院レベルで
は制約があるため、個人に負担がかかりす
ぎないようサポートする体制整備が必要で
ある。 
 相談者のニーズは多種多様であり、例え
ばオンライン環境での相談体制は一定数の
需要があり、あった方がよい。 
 
Ｄ．考察 
  がん相談支援センター部門は必ずしも病
院収入に直結する訳ではないため、人的お
よび物的資源投入については、病院幹部が
その意義を充分に理解していないと運営が

難しい。相談内容を担当者のみで対応する
ことは難しく、特に医師との連携を考えた
場合に、医師の幹部職員ががん相談支援部
門に関わることで、相談員の心理的な負担
軽減を図ることができると考えられた。 
 
Ｅ．結論 
 がん相談支援センター部門に、医師の幹
部職（またはそれに準ずる）が携わる体制作
りが有効である。また、病院全体でPDCAサイ
クルが回せるようなシステム作りが運営上
よいと考えられ、今後その有用性を検証し
ていきたい。 
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